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米
国
の
関
税
施
策
が
企
業
活
動
に
大
き
な

影
響
を
与
え
つ
つ
あ
る
中
で
、
今
後
Ｃ
Ｆ
Ｏ
に

は
財
務
戦
略
に
加
え
、
調
達・
購
買
を
含
む
支

出
構
造
全
体
を
見
直
し
、サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

を
最
適
化
す
る
役
割
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
こ

の
サ
ー
ベ
イ
で
は
、
各
企
業
が
今
後
直
面
し
て

い
く
で
あ
ろ
う
財
務・
経
営
環
境
に
お
け
る
課

題
、
優
先
施
策
や
実
施
状
況
に
つ
い
て
質
問
、

特
に
支
出
構
造
全
体
の
見
直
し
や
最
適
化
の
た

め
の
取
り
組
み
状
況
に
つ
い
て
質
問
し
て
い

る
。
欧
米
で
先
に
Ｃｏ
ｕｐ
ａ
社
に
よ
り
実
施
さ

れ
た
同
様
の
サ
ー
ベ
イ
の
結
果
と
も
比
較
し
な

が
ら
、
日
本
各
企
業
で
の
実
態
を
分
析
し
、
検

討
を
進
め
た
。
今
回
ご
協
力
い
た
だ
い
た
皆
様

に
感
謝
し
た
い
。

今
期
業
績
へ
の
懸
念
と

ビ
ジ
ネ
ス
へ
の
脅
威

「
今
期
、
各
社
の
財
務
目
標
を
達
成
で
き
る
か

ど
う
か
」と
い
う
問
い
に
対
し
て
、
四
七
％
が

「
懸
念
」あ
る
い
は「
非
常
に
懸
念
し
て
い
る
」

（
欧
米
で
は
四
〇
％
）と
回
答
、「
多
少
懸
念
し

て
い
る
」を
含
め
る
と
八
五
％
に
達
す
る（
欧
米

は
六
九
％
）。
時
点
の
ず
れ
は
あ
る
が
、日
本
企

業
の
方
が
、よ
り
切
実
に
昨
今
の
経
済
情
勢
が

自
社
に
及
ぼ
す
影
響
を
深
刻
に
受
け
止
め
て
い

る
よ
う
だ
。

図
1
で
ビ
ジ
ネ
ス
へ
の
脅
威
を
上
位
三
つ
挙

げ
て
も
ら
っ
た
。「
物
価
上
昇・コ
ス
ト
高
騰
」を

一
位
に
挙
げ
た
の
が
四
一
％
で
、
三
位
ま
で
に

挙
げ
た
企
業
が
六
六
％
を
占
め
た
。「
労
働
力

不
足・
技
能
人
材
不
足
」
が
二
位
で
全
体
の

四
六
％
。
欧
米
で
は「
物
価
上
昇・コ
ス
ト
高
騰
」

「
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
混
乱
」「
地
政
学
的
リ
ス

ク
」が
四
五
％
と
ほ
ぼ
同
率
で
並
ん
だ
が
、「
労

働
力
不
足・
技
能
人
材
不
足
」の
脅
威
は
上
位

に
挙
が
っ
て
い
な
い
。
こ
れ
は
労
働
力
の
流
動

性
の
違
い
と
思
わ
れ
る
。
欧
米
で
は
高
技
能
タ

レ
ン
ト
人
材
が
国
境
を
越
え
て
自
由
に
移
動
す

る
環
境
が
あ
る
が
、日
本
で
は
若
年
層
人
口
の

減
少
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
海
外
の
高
技
能
タ
レ

ン
ト
人
材
の
受
け
入
れ
が
進
ん
で
い
な
い
。
こ

れ
は
日
本
固
有
の
課
題
で
、
今
回
の
参
議
院
選

挙
で
も
外
国
人
労
働
者
の
受
け
入
れ
可
否
が

論
点
と
な
り
、外
国
人
労
働
者
受
け
入
れ
制
限

を
主
張
す
る
論
調
も
見
ら
れ
た
が
、日
本
企
業

の
、ひ
い
て
は
日
本
の
産
業
全
体
の
国
際
競
争

力
回
復
強
化
の
た
め
に
は
、海
外
の
高
度
技
能

人
材
受
け
入
れ
は
不
可
欠
で
あ
り
、そ
の
受
け

入
れ
体
制
を
作
る
こ
と
が
急
務
で
あ
ろ
う
。

物
価
上
昇・コ
ス
ト
高
騰
の

脅
威
が
、利
益
率
低
下・予
算
縮
小
／

コ
ス
ト
削
減
圧
力
と
し
て
顕
在
化

図
2
で
、
今
後
六
～
一
二
カ
月
後
に
直
面
す

る
と
思
わ
れ
る
障
害
に
つ
い
て
上
位
三
つ
を
挙

げ
て
も
ら
っ
た
。「
利
益
率
低
下
に
よ
る
収
益

圧
迫
」を
一
位
と
し
た
企
業
が
三
八
％
で
、三
位

ま
で
に
挙
げ
た
企
業
は
六
八
％
を
占
め
た
。

「
地
政
学
的
リ
ス
ク
の
高
ま
り
」が
二
位
で
全
体

の
四
六
％
、「
予
算
の
縮
小
や
コ
ス
ト
削
減
プ

レ
ッ
シ
ャ
ー
」が
四
四
％
で
僅
差
の
三
位
と
な
っ

た
。
欧
米
で
ト
ッ
プ
ス
リ
ー
と
な
っ
た「
サ
イ

バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
」「
Ｅ
Ｓ
Ｇ
報
告
」「
コ
ン
プ

財務マネジメント・サーベイ
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ラ
イ
ア
ン
ス
」（
図
2
で
※
印
を
付
し
た
項
目
に

相
当
）は
、一
部
の
企
業
を
除
き
、あ
ま
り
大
き

な
障
害
と
は
認
識
さ
れ
て
い
な
い
。

上
記
二
つ
の
サ
ー
ベ
イ
を
通
し
て
見
え
て
き

た
の
は
、「
物
価
上
昇・コ
ス
ト
高
騰
」と
い
う
外

部
要
因
が
、「
利
益
率
低
下
」を
招
い
て
、
今
年

度
の
財
務
目
標
達
成
に
懸
念
が
生
じ
、「
予
算

の
縮
小
や
コ
ス
ト
削
減
」を
強
い
ら
れ
る
と
い

う
構
図
だ
。
で
は
、こ
の
状
況
に
対
処
す
る
た

め
に
、ど
の
よ
う
な
施
策
を
講
じ
よ
う
と
し
て

い
る
の
か
を
見
て
み
よ
う
。

図
3
で「
企
業
価
値
最
大
化
」の
た
め
優
先

的
に
着
手
す
べ
き
施
策
を
三
つ
挙
げ
て
も
ら
っ

た
。「
グ
ロ
ー
バ
ル
市
場
展
開・
新
規
事
業
開

発
」と
い
う
本
業
で
の
競
争
力
強
化
施
策
は
、

欧
米
で
も
同
様
の
認
識
を
さ
れ
て
い
る
が
、Ｃ

Ｆ
Ｏ
の
守
備
範
囲
で
は
な
い
と
思
わ
れ
る
。
こ

れ
以
外
で
は
、
日
本
で
は
半
数
以
上
が「
戦
略

的
な
投
資
配
分
」（
欧
米
の
サ
ー
ベ
イ
で
は
Ｍ
＆

Ａ
で
三
九
％
）の
施
策
と
並
ん
で
、「
支
出
管
理

と
コ
ス
ト
構
造
の
最
適
化
」を
挙
げ
て
い
る
。

ま
た
、
四
〇
％
が「
デ
ジ
タ
ル・
Ａ
Ｉ
活
用
」

を
挙
げ
て
い
る
の
は
、欧
米
と
同
様
の
傾
向
だ
。

こ
の
後
に「
人
的
資
本
経
営
の
推
進
」が
続
い

て
三
〇
％
を
集
め
て
い
る
が
、上
記
図
一
の「
ビ

ジ
ネ
ス
へ
の
脅
威
」で
二
位
と
な
っ
た「
労
働
力

不
足・
技
能
人
材
不
足
」の
懸
念
に
対
応
す
る

施
策
と
し
て
挙
げ
て
い
る
と
思
わ
れ
、
ど
の
よ

う
に
具
体
的
な
施
策
を
進
め
て
い
く
の
か
、
非

常
に
興
味
深
い
。
Ｅ
Ｓ
Ｇ
や
ガ
バ
ナ
ン
ス
が
、

企
業
価
値
最
大
化
の
た
め
の
優
先
的
な
施
策
と

し
て
あ
ま
り
認
知
さ
れ
て
い
な
い
と
こ
ろ
も
、

日
本
特
有
の
部
分
で
、
後
の
設
問
で
考
察
し
て

み
た
い
。
上
記
の
中
で
Ｃ
Ｆ
Ｏ
が
主
導
的
に
推

進
で
き
そ
う
な
施
策
が
、半
数
以
上
が
挙
げ
た

「
支
出
管
理
と
コ
ス
ト
構
造
の
最
適
化
」で
あ

る
。
こ
れ
を
、こ
の
後
の
設
問
で
深
掘
り
し
て

み
よ
う
。

財
務
戦
略
の
中
で
の

﹁
支
出
管
理
﹂の
位
置
づ
け

財
務
戦
略
の
中
で
の「
支
出
管
理
」の
位
置

づ
け（
図
4
）で
は
、「
コ
ス
ト
管
理・
削
減
を
目

的
」と
す
る
回
答
が
七
一
％
で
ト
ッ
プ
、「
投
資

判
断・
利
益
率
改
善
を
実
現
す
る
た
め
の
戦
略

的
対
象
領
域
」と
す
る
回
答
も
五
五
％
あ
っ
た
。

図
2
で
最
大
の
障
害
と
し
て
認
識
さ
れ
た「
利

益
率
低
下
に
よ
る
収
益
圧
迫
」に
対
す
る
財
務

戦
略
上
の
施
策
と
し
て
、あ
る
い
は「
コ
ス
ト
削

減
圧
力
」に
対
す
る
施
策
と
し
て
捉
え
ら
れ
て

い
る
。
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図1●ビジネスへの脅威となる外部要因

物価上昇・コスト高騰

労働力不足・技能人材不足

市場競争の激化

急激な為替変動

顧客ニーズの急速な変化

技術の進化スピードへの対応遅れ（例: AIなど）

地政学的リスク・国際情勢の不安定化

サプライチェーンの混乱

サイバー攻撃の増加とセキュリティリスク

環境・社会・ガバナンス（ESG）法制や規制の強化

特になし

国際的な貿易障壁の増加（例：関税引き上げ）
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図2●今後6～12カ月後に直面すると思われる障害

利益率低下による収益圧迫

地政学的リスクの高まり（戦争・外交関係の不安定など）

予算の縮小やコスト削減プレッシャー

サプライチェーンの混乱

※規制強化やコンプライアンスの複雑化

※サイバーセキュリティの脅威、データ侵害、詐欺のリスク

資金調達やキャッシュフローに対する懸念（流動性リスク）

※持続可能な環境・社会・ガバナンス（ESG）報告

特になし

AIの財務価値の定量化の難しさ
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図3●「企業価値最大化」のため優先的に着手すべき施策

戦略的な投資配分による資本効率の向上

グローバル市場展開・新規事業開発による売上成長の加速

支出管理とコスト構造の最適化

人的資本経営の推進

リスクマネジメントの強化による企業経営基盤の安定化

ファイナンス人材の育成・意思決定支援機能の強化

デジタル・AI活用による業務効率化と業績管理の高度化

ESG対応・非財務情報開示の充実と脱炭素経営の推進

特になし

経営の透明性向上とガバナンス体制の強化

1位 2位 3位
0 40 6020 80 100%

（複数回答）
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図4●財務戦略の中での「支出管理」の位置づけ

コスト管理・削減を目的とした管理対象

投資判断・利益率改善を実現するための戦略的対象領域

キャッシュフロー経営推進の重要なツール

データドリブンな経営を支える基盤領域の1つ

部門間（財務・調達・SCMなど）連携を促進するための重点管理領域

現時点では財務戦略上の優先事項ではない

会社のガバナンス・リスク管理を強化するための手段
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三
位
が「
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
経
営
推
進
の

重
要
な
ツ
ー
ル
」と
い
う
回
答
で
三
七
％
を
占

め
た
が
、
こ
れ
は
図
2
の
今
後
六
～
一
二
カ
月

後
に
直
面
す
る
と
思
わ
れ
る
障
害
の
中
で

三
三
％
を
占
め
四
位
と
な
っ
た「
資
金
調
達
や

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
に
対
す
る
懸
念（
流
動
性

リ
ス
ク
）」に
対
す
る
施
策
と
し
て
認
識
さ
れ

て
い
る
よ
う
に
思
え
る
。
長
年
言
わ
れ
続
け

て
き
た
Ｃ
Ｆ
経
営
が
、や
っ
と
日
本
企
業
に
根

付
い
て
き
た
兆
し
か
も
し
れ
な
い
。
こ
れ
ら

の
企
業
が
、
ど
の
よ
う
に
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー

経
営
推
進
ツ
ー
ル
と
し
て
活
用
し
て
い
る
の

か
は
、大
変
興
味
深
い
。

支
出
管
理
の
課
題
:
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
の

デ
ー
タ
ア
ク
セ
ス
能
力︵
Ｃ
Ｆ
Ｏ
の

切
実
な
る
願
い
︶

図
5
で
は
支
出
管
理
を
す
る
際
に
直
面
す

る
課
題
を
三
つ
選
択
し
て
も
ら
っ
た
。「
全
社

的
な
支
出
デ
ー
タ
の
可
視
性
が
不
十
分
」が

五
六
％
で
一
位
、「
支
出
デ
ー
タ
が
複
数
ソ
ー

ス
に
分
散
し
て
お
り
、デ
ー
タ
収
集
に
手
間
が

か
か
る
」が
五
〇
％
で
二
位
、「
コ
ス
ト
削
減
が

必
要
な
時
に
迅
速
な
対
応
が
で
き
な
い
」が

四
〇
％
で
三
位
。
一
、二
位
に
加
え
て
四
位「
支

出
デ
ー
タ
が
適
時
に
入
手
で
き
な
い
」
も
、

デ
ー
タ
へ
の
ア
ク
セ
ス
能
力
の
課
題
で
、
人
的

リ
ソ
ー
ス
や
管
理
ル
ー
ル
以
前
の
仕
組
み
の

問
題
を
抱
え
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ

た
。他

方
、
支
出
デ
ー
タ
へ
の
ア
ク
セ
ス
能
力

（
図
6
）に
関
し
て
は
、「
ほ
ぼ
リ
ア
ル
タ
イ
ム

で
ア
ク
セ
ス
で
き
る
」が
四
八
％
、「
時
間
が
か

か
る
が
、
全
デ
ー
タ
に
ア
ク
セ
ス
で
き
る
」企

業
を
加
え
る
と
実
に
九
〇
％
に
達
し
た
。
欧

米
企
業
の
八
六
％
が「
ほ
ぼ
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で

ア
ク
セ
ス
で
き
る
」と
回
答
し
て
い
る
の
と
比

較
す
る
と
物
足
り
な
い
が
、
ほ
と
ん
ど
の
日
本

企
業
が
全
支
出
デ
ー
タ
に
ア
ク
セ
ス
で
き
る

と
い
う
結
果
に
は
驚
き
を
禁
じ
得
な
か
っ
た
。

そ
れ
で
も
、
各
企
業
Ｃ
Ｆ
Ｏ
の「
リ
ア
ル
タ
イ

ム
に
支
出
デ
ー
タ
を
入
手
し
て
素
早
く
手
を

打
ち
、コ
ス
ト
削
減
や
利
益
率
改
善
に
繋
げ
て

い
き
た
い
」と
い
う
強
い
想
い
と
、
切
実
な
願

い
を
感
じ
る
こ
と
が
で
き
た
。

欧
米
企
業
の
八
六
％
が
リ
ア
ル
タ
イ
ム
に

入
手
で
き
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
半
数
近

く
は
、
異
な
る
シ
ス
テ
ム
か
ら
出
て
き
た
デ
ー

タ
は
加
工
に
時
間
が
か
か
り
、
整
合
性
や
適
時

性
の
問
題
が
あ
っ
て
、
そ
れ
を
ベ
ー
ス
に
意
思

決
定
を
す
る
に
は
十
分
で
は
な
い
と
回
答
し

て
い
る
。
支
出
デ
ー
タ
を
迅
速
に
収
集
し
て

分
析
し
、Ｃ
Ｆ
Ｏ
が
そ
れ
を
ベ
ー
ス
に
意
思
決

定
に
資
す
る
こ
と
の
で
き
る
仕
組
み
を
構
築

す
る
必
要
が
あ
り
そ
う
だ
。

利
益
率
を
改
善
す
る
た
め
に
、

二
〇
二
五
年
に
優
先
的
に
取
り
組
む

支
出
管
理
戦
略

利
益
率
を
改
善
す
る
た
め
に
、二
〇
二
五
年

に
優
先
的
に
取
り
組
む
支
出
管
理
戦
略（
図

7
）と
し
て
は
、「
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
効
率
化・自

動
化
」が
七
一
％
で
ダ
ン
ト
ツ
、「
間
接
費・固
定

費
の
見
直
し
に
よ
る
支
出
構
造
の
最
適
化
」が

五
二
％
で
二
位
、「
Ｋ
Ｐ
Ｉ
を
設
定
し
、
支
出
の

実
行
状
況
を
追
跡・改
善
」が
四
三
％
の
三
位
で

続
い
た
。
業
務
プ
ロ
セ
ス
を
自
動
化
し
て
業
務

コ
ス
ト
を
削
減
す
る
と
と
も
に
、
そ
こ
で
浮
い

た
時
間
を
支
出
構
造
最
適
化
や
、Ｋ
Ｐ
Ｉ
を
設

定
し
コ
ス
ト
削
減
の
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
を
回
す
な
ど
利

益
率
改
善
に
繋
が
る
施
策
実
行
に
回
し
て
い
き

た
い
と
い
う
の
が
、全
体
と
し
て
の
方
向
性
だ
。

収
集
し
た
支
出
デ
ー
タ
活
用
か
ら

実
効
性
の
あ
る
施
策
へ
、

予
実
ギ
ャ
ッ
プ
分
析
の
重
要
性

支
出
関
連
の
施
策（
図
8
）と
し
て
は
、「
購

買
実
績
と
予
算
と
の
ギ
ャ
ッ
プ
分
析
」
が

三
五
％
で
一
位
で
あ
っ
た
。
予
実
ギ
ャ
ッ
プ
分

析
で
課
題
を
見
つ
け
て
、原
因
分
析
か
ら
施
策

に
移
し
て
い
く
と
い
う
王
道
の
手
法
だ
。
日
本

で
は
ト
ヨ
タ
生
産
方
式
か
ら
始
ま
っ
た「
な
ぜ

な
ぜ
分
析
」に
強
み
が
あ
る
。
欧
米
で
は
迅
速

さ
が
求
め
ら
れ
る
た
め
、
統
計
的
に
求
め
た
一

次
原
因
の
時
点
で
対
策
を
打
つ
傾
向
が
強
い
。

時
間
は
か
か
る
が「
な
ぜ
？
」「
な
ぜ
？
」を
繰
り

返
し
て
根
本
原
因
を
見
つ
け
、そ
れ
を
取
り
除

56

50

40

27

26

23

22

21

19

16

合計

11

14

3

1

8

6

71534

101921

1113 16

99 9

125 9

105 8

3

1

8 8

7 8

図5●支出管理をする際に直面する課題

1位 2位 3位
0 40 6020 80 100%

全社的な支出データの可視性が不十分

支出データが複数ソースに分散しており、データ収集に手間がかかる

コスト削減が必要な時に迅速な対応ができない

支出管理する組織や人的リソースがない

各部門の支出項目管理ルールがばらばら

支出データの正確性に不安があり適切な意思決定ができない

支出データが適時に入手できない

全社的な支出管理システムがない

支出承認フローが不明瞭または形骸化している

特になし

19%

10%

11%

全支出データにアクセスできるが、
複数のシステムで数日かかる

全支出データにアクセスする方法がない、
あるいは分からない

複数のシステムで数日から数週間かかるが、
全支出データへアクセスできる

1つのシステムで全支出データに
ほぼリアルタイムでアクセスできる

複数システムで全支出データに
ほぼリアルタイムでアクセスできる

31%

29%

図6●支出データへのアクセス能力
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く
日
本
式
が
優
位
だ
。
こ
れ
を
Ａ
Ｉ
で
や
り
た

い
と
い
う
企
業
も
、
図
7
の
通
り
二
五
％
あ
っ

た
。
集
め
た
数
字
か
ら「
な
ぜ
？
」「
な
ぜ
？
」を

繰
り
返
し
、さ
ら
に
数
字
を
集
め
て
原
因
を
割

り
出
し
て
い
く
、人
の
経
験
値
に
依
存
す
る
伝

統
的
な
や
り
方
か
ら
、こ
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
Ａ
Ｉ

に
学
習
さ
せ
て
分
析
さ
せ
る
と
い
う
の
が
、
今

後
の
あ
る
べ
き
方
向
性
で
あ
ろ
う
。

三
一
％
で
二
位
の「
同
一
カ
テ
ゴ
リ
内
の
価
格

比
較・
相
見
積
も
り
徹
底
」、
三
位「
購
買
業
務

の
ワ
ー
ク
フ
ロ
ー
化
や
承
認
プ
ロ
セ
ス
の
厳
格

化
」は
、ル
ー
ル
化
を
徹
底
し
て
仕
組
み
と
し

て
運
用
す
る
こ
と
で
不
要
な
出
費
を
抑
制
し
、

最
低
単
価
で
の
購
入
を
可
能
に
す
る
施
策
だ
。

四
位「
共
同
購
買
の
推
進
」、
五
位「
サ
プ
ラ
イ

ヤ
ー
の
統
合・
集
約
」が
二
〇
％
近
辺
で
続
い

た
。
統
合・
集
約
に
よ
り
、ボ
リ
ュ
ー
ム
メ
リ
ッ

ト
や
、購
買
の
効
率
化
を
追
求
す
る
施
策
で
あ

り
、部
門
の
垣
根
を
越
え
た
購
買
部
門
と
の
協

働
が
必
須
だ
。

︻
こ
こ
ま
で
の
ま
と
め
︼利
益
率
改
善

の
た
め
に
支
出
管
理
の
高
度
化
、

購
買
機
能
の
集
中
化
効
率
化
が
不
可
欠

こ
こ
ま
で
の
サ
ー
ベ
イ
分
析
を
通
し
て
、
利

益
率
改
善
の
た
め
に
推
進
す
べ
き
施
策
の
中

で
、Ｃ
Ｆ
Ｏ
が
主
導
し
て
取
り
組
む
べ
き
は「
支

出
管
理
と
コ
ス
ト
構
造
の
最
適
化
」で
あ
り（
図

3
）、
財
務
戦
略
の
中
で
の
最
重
要
課
題
で
あ

る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た（
図
4
）。
そ
の
た

め
に
は
、
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
支
出
デ
ー
タ
へ
ア

ク
セ
ス
で
き
る
の
み
な
ら
ず
、
加
工
に
時
間
が

か
か
ら
ず
、
デ
ー
タ
を
入
手
で
き
る
適
時
性
、

整
合
性
を
備
え
た
仕
組
み
を
整
え
、
こ
れ
を

ベ
ー
ス
に
コ
ス
ト
削
減
の
施
策
立
案
や
意
思
決

定
を
し
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
が
、こ
こ

に
日
本
の
Ｃ
Ｆ
Ｏ
組
織
の
限
界
も
垣
間
見
え
た

気
が
す
る
。

利
益
率
を
改
善
す
る
た
め
に
、二
〇
二
五
年

に
優
先
的
に
取
り
組
む
支
出
管
理
戦
略（
図
7
）

で
は
、「
直
接
材・
間
接
材
に
ま
た
が
る
支
出
管

理
の
一
元
化
」の
回
答
が「
間
接
費・固
定
費
の
見

直
し
」の
半
数
以
下
と
な
っ
て
お
り
、こ
れ
に
は

正
直
驚
い
た
。
間
接
費・
固
定
費
は
確
か
に
見

え
や
す
く
、Ｃ
Ｆ
Ｏ
組
織
に
と
っ
て
手
を
つ
け
や

す
い
が
、コ
ス
ト
中
に
占
め
る
比
率
は
、特
に
今

回
の
サ
ー
ベ
イ
回
答
企
業
で
最
多
の
四
三
％
を

占
め
る
製
造
業
の
場
合
、そ
れ
ほ
ど
高
く
な
い
。

一
方
、
企
業
、
特
に
製
造
業
に
と
っ
て
、コ
ス

ト
の
中
で
圧
倒
的
に
大
き
い
比
率
を
占
め
る
の

は
材
料
費・変
動
費
で
あ
る
が
、こ
れ
に
手
を
つ

け
る
た
め
に
は
購
買
部
門
と
の
連
携
が
必
須
と

な
る
。
筆
者
の
経
験
か
ら
す
る
と
、欧
米
企
業

に
は
概
ね
グ
ル
ー
プ
購
買
部
門
が
あ
り
、サ
プ

ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体
を
統
括
す
る
大
き
な
権
限

を
有
し
て
い
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
。
欧
米
の
サ
ー

ベ
イ
の
中
で
は
、
部
門
間
の
壁（
サ
イ
ロ
）に
悩

ん
で
い
て
、部
門
を
超
え
る
全
社
的
な
自
動
プ

ロ
セ
ス
構
築
が
困
難
と
感
じ
る
Ｃ
Ｆ
Ｏ
が
増
え

て
い
る
こ
と
が
報
告
さ
れ
て
い
る
が
、社
内
で
協

働
す
べ
き
相
手
は
明
確
だ
。
一
方
、日
本
企
業

の
場
合
、
完
成
品
メ
ー
カ
ー
に
は
大
き
な
権
限

を
有
す
る
グ
ル
ー
プ
購
買
部
門
が
あ
る
が
、納

入
す
る
部
品
メ
ー
カ
ー
で
は
、購
買
部
門
は
各

製
造
部
門
に
属
し
て
い
て
、グ
ル
ー
プ
購
買
部

門
は
調
整
機
能
の
み
と
い
う
ケ
ー
ス
も
珍
し
く

は
な
い
。

図
8
で
出
て
き
た「
共
同
購
買
」や「
サ
プ
ラ

71

52

43

26

25

25

22

17

4

15

合計

52

12

13

6

3

6

5

171836

151918

1218 13

86 12

57 13

94

3

6

3
1

1
11

図7●利益率を改善するために、2025年に優先的に取り組む支出管理戦略

1位 2位 3位
0 40 6020 80 100%

業務プロセスの効率化・自動化

間接費・固定費の見直しによる支出構造の最適化

パフォーマンス指標（KPI）を設定し、支出の実行状況を追跡・改善

AIによる支出分析で削減余地を可視化・実行

直接材・間接材にまたがる支出管理の一元化

分散しているITシステムの集約や不要ライセンスの見直し

サプライヤーの統合や契約内容の見直しによるコスト最適化

B2B決済戦略（割引やリベートなど）の活用

上記のいずれにも該当しない

ERPや会計システムの統合と運用コスト削減

（複数回答）

35

31

22

21

20

16

16

6

図8●2025年に実施予定の支出関連の施策

0 40 6020 80 100%

購買実績と予算とのギャップ分析

同一カテゴリ内の価格比較・相見積もり徹底

購買業務のワークフロー化や承認プロセスの厳格化

サプライヤーの統合・集約

購買データの統合・カテゴリ別支出分析

支出削減の社内インセンティブ設計

グループ会社間や部門間での共同購買の推進

カタログ購買・定型支出の標準化
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イ
ヤ
ー
の
統
合
・
集
約
」を
進
め
る
た
め
に
は
、

権
限
あ
る
プ
ロ
の
購
買
部
門
の
存
在
が
前
提

に
な
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

社
会
科
学
大
学
に
は
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
学

部
が
あ
り
、
商
事
法
務
の
知
識
を
持
っ
た
購
買

や
物
流
の
専
門
家
を
養
成
し
て
い
る
が
、
日
本

で
は
そ
の
よ
う
な
例
を
あ
ま
り
聞
か
な
い
。

費
目
別
の
個
々
の
最
適
化
も
重
要
で
は
あ
る

が
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体
を
俯
瞰
で
き
る

プ
ロ
人
材
、
組
織
と
ツ
ー
ル
が
あ
っ
て
、
そ
の

最
適
化
を
図
る
こ
と
が
で
き
れ
ば
、
そ
の
利
益

率
向
上
へ
の
貢
献
は
計
り
知
れ
な
い
。
Ｃ
Ｆ

Ｏ
組
織
と
し
て
も
、
そ
こ
に
切
り
込
ん
で
サ
プ

ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体
の
支
払
コ
ス
ト
削
減
、
最

適
化
に
取
り
組
ん
で
い
っ
て
ほ
し
い
も
の
で

あ
る
。

デ
ジ
タ
ル
改
革
へ
の
取
り
組
み
と

Ａ
Ｉ
導
入
状
況
に
つ
い
て

デ
ジ
タ
ル
改
革
へ
の
取
り
組
み（
図
9
）で

は
、「
手
動
の
業
務
が
中
心
で
、
十
分
に
取
り

組
め
て
い
な
い
」が
三
八
％
で
一
位
、「
調
達
や

支
払
い
な
ど
機
能
ご
と
に
導
入
」が
二
八
％
で

二
位
。
大
部
分
の
企
業
が
、
な
か
な
か
デ
ジ
タ

ル
改
革
に
踏
み
出
せ
て
い
な
い
中
で
、
統
合
プ

ロ
セ
ス
や
財
務
予
測
・
リ
ス
ク
管
理
の
デ
ジ
タ

ル
化
に
取
り
組
ん
で
い
る
企
業
も
あ
る
の
は

心
強
い
。
Ｃ
Ｒ
Ｙ
Ｐ
Ｔ
Ｈ
Ａ
Ｌ
Ｌ
と
い
う
Ｃ

Ｘ
Ｏ
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
が
稼
働
し
た
。
こ
れ
を

活
用
し
、
先
進
事
例
を
参
考
に
取
り
組
ん
で
ほ

し
い
。

Ａ
Ｉ
導
入
状
況（
図
10
）に
つ
い
て
は
、「
Ａ

Ｉ
を
財
務
・
調
達
業
務
全
体
に
戦
略
的
に
統
合

し
て
い
る
」が
欧
米
の
二
六
％
に
対
し
て
、
わ

ず
か
二
％
と
大
き
な
差
が
つ
い
た
。
日
本
で

は
ほ
と
ん
ど
の
企
業
は
模
索
状
態
と
い
え
る
。

欧
米
で
は
、
財
務
報
告
、
意
思
決
定
な
ど
へ
の

活
用
が
進
ん
で
お
り
、
監
査
業
界
で
は
Ａ
Ｉ
を

使
っ
た
即
時
監
査
に
よ
る
監
査
日
程
の
大
幅

短
縮
の
議
論
も
始
ま
っ
て
い
る
よ
う
で
、
遠
く

な
い
将
来
、
企
業
側
も
Ａ
Ｉ
監
査
対
応
が
必
要

と
な
る
日
が
来
る
か
も
し
れ
な
い
。

日
本
企
業
の
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・

Ｅ
Ｓ
Ｇ・
Ｄ
Ｅ
Ｉ
へ
の
意
識
と

取
り
組
み
状
況

優
先
す
る
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
分
野（
図

11
）
に
つ
い
て
は
、「
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ

テ
ィ
・Ｉ
Ｔ
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
」が
二
四
％
で

一
位
、「
労
働
・
人
権
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
関
連
の

法
令
対
応
」が
僅
差
で
続
い
た
。
欧
米
で
は
日

本
同
様
に「
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
」が
ト
ッ

プ
と
な
っ
た
が
、
僅
差
で「
金
融
・
財
務
規
制
対

応
」「
デ
ー
タ
保
護
・
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
対
応
」が

続
い
た
。
特
に
欧
州
で
は
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
Ｓ
１
・

Ｓ
２
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
報
告
義
務
と
Ｇ
Ｄ

Ｐ
Ｒ
へ
の
対
応
が
Ｃ
Ｆ
Ｏ
に
と
っ
て
喫
緊
の
課

題
と
な
っ
て
い
る
こ
と
が
背
景
だ
が
、
日
本
で

こ
れ
ら
の
分
野
を
優
先
課
題
と
し
て
い
る
企

業
は
多
く
な
い
。
他
方「
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ

テ
ィ
」は
、
日
本
で
も
欧
米
で
も
多
く
の
企
業

が
サ
イ
バ
ー
攻
撃
の
被
害
に
あ
っ
て
お
り
、
そ

の
被
害
は
自
社
の
み
な
ら
ず
、
操
業
停
止
や
機

密
情
報
流
出
な
ど
で
取
引
先
や
顧
客
に
大
き

な
損
害
を
与
え
た
の
は
周
知
の
事
実
だ
。
自

社
グ
ル
ー
プ
会
社
が
被
害
に
あ
っ
た
経
験
を

持
つ
回
答
企
業
も
多
数
あ
る
と
思
わ
れ
、
企
業

が
優
先
順
位
一
位
と
し
て
取
り
組
む
べ
き
分

野
で
あ
ろ
う
。

Ｅ
Ｓ
Ｇ（
環
境
・
社
会
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
）と
コ

ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
へ
の
取
り
組
み（
図
12
）に

つ
い
て
は
、「
長
期
戦
略
や
ス
テ
ー
ク
ホ
ル

ダ
ー
対
応
の
中
核
で
あ
り
、
重
点
的
に
推
進
」

が
二
〇
％
（
欧
米
の
場
合
は
二
五
％
）で
あ
り
、

優
先
度
の
認
識
は
欧
米
と
さ
ほ
ど
差
は
な
い
。

む
し
ろ
、
欧
米
で
は
積
極
的
に
Ｅ
Ｓ
Ｇ
の
優
先

度
を
下
げ
て
い
る
企
業
が
目
立
ち
、
下
位
二
つ

の
選
択
肢「
優
先
事
項
で
は
な
い
」「
取
り
組
み

を
縮
小
」が
合
わ
せ
て
三
八
％
を
占
め
、
日
本

の
一
四
％
を
大
き
く
上
回
る
。
日
本
で
の「
他

社
や
業
界
動
向
を
注
視
し
な
が
ら
」が
二
一
％

を
占
め
た
の
が
象
徴
し
て
い
る
よ
う
に
、
日
本

34%

14%

AIは未導入だが、Excelなどの従来ツールからの
脱却を検討中・調査段階にある

AIを財務・調達業務全体に戦略的に統合している

AI導入の予定はなく、AI機能を備えた
外部ツール／ベンダーに依存している

高度なデジタルツールは導入済みだが、
AIの活用はこれから

一部領域でAIを試験導入・活用している

39%

2%

11%

図10●財務・調達プロセスにおけるAI導入状況

（複数回答）

38

28

15

15

13

6

図9●財務プロセスのデジタル改革への取り組み

0 40 6020 80 100%

手動の業務が中心で、十分に取り組めていない

調達や支払いなど機能ごとにデジタル化プロセスを導入済み、
あるいは導入中

プロアクティブな財務予測とリスク管理を実施あるいは実施予定

完全にデジタル化された統合プロセスを導入済み、あるいは導入中

不正防止のためにAIを活用

支出を包括的に管理するためにプロセスを統合あるいは統合中
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企
業
も
優
先
順
位
は
下
げ
た
い
が
、
横
並
び
や

評
判
を
意
識
す
る
と
、
な
か
な
か
踏
み
出
す
こ

と
が
で
き
な
い
と
い
う
本
音
が
見
え
隠
れ
し

て
い
る
。

Ｄ
Ｅ
Ｉ（
多
様
性
・
公
平
性
・
イ
ン
ク
ル
ー

ジ
ョ
ン
）イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
へ
の
取
り
組
み（
図

13
）に
つ
い
て
は
、「
長
期
戦
略
や
組
織
文
化
の

中
核
で
あ
り
、重
点
的
に
推
進
」が
二
二
％（
欧

米
は
二
三
％
）で
、
優
先
度
の
認
識
は
欧
米
と

差
が
な
い
。
Ｅ
Ｓ
Ｇ
同
様
に
欧
米
で
は
積
極

的
に
Ｄ
Ｅ
Ｉ
優
先
度
を
下
げ
て
い
る
企
業
が

目
立
ち
、「
優
先
事
項
で
は
な
い
」「
取
り
組
み

を
縮
小
」が
合
わ
せ
て
三
四
％
を
占
め
、
日
本

の
二
〇
％
を
上
回
る
。
た
だ
し
、日
本
で
も「
自

社
の
戦
略
や
優
先
事
項
と
一
致
し
な
い
」と
の

回
答
が
一
七
％
あ
り
、
ど
う
受
け
取
れ
ば
よ
い

の
か
迷
う
。
日
本
は
島
国
で
は
あ
る
が
、
太
古

よ
り
柔
軟
に
多
様
性
を
受
け
容
れ
て
き
た
歴

史
と
文
化
が
あ
る
。
こ
の
長
所
を
残
し
、
発
展

さ
せ
、
次
の
世
代
に
受
け
継
い
で
い
き
た
い
と

切
に
願
う
。

［調査の概要］
テーマ：戦略的CFO：グローバル市場の不確実性を好機に変える
調査実施：一般社団法人日本CFO協会
調査協力：Coupa株式会社
調査対象：日本CFO協会会員を主体とした日本企業の経理・財務幹部
有効回答社数：358名
調査期間：2025年6月5日から2025年7月18日

［回答者のプロファイル］
業種： 製造業43%、情報・サービス16%、商社・卸売業7%、建設・不動産6%、通信業4%、 小売業4%、コンサルティング3%、
　　　運輸・郵便業2%、旅行・ホテル・レジャー2%、その他13%
売上規模：5,000億円以上30%、1,000億円以上18%、500億円以上9%、100億円以上20%、100億円未満23%
従業員数：5,000人以上35%、1,000人以上5,000人未満26%、500人以上1,000人未満9%、100人以上500人未満16%、100人未満14%

規制動向を踏まえつつ、自社にとって重要なリスクと
機会に沿ったESG領域を優先的に取り組んでいる

ESGは自社戦略と合致せず、
現時点では優先事項とは位置づけていない

今後の政策や規制の方向性を注視しつつ、
ESG方針の見直しや優先順位の再評価を行っている

ESGは長期戦略やステークホルダー対応の中核であり、
重点的に推進している

他社や業界動向を注視しながら、社外ステークホルダーに
説明できるよう必要な対応を行っている

規制緩和の見通しを踏まえ、ESG関連の取り組みを縮小し、
他の優先事業にリソースを再配分している

25%

21%

20%

20%

12%

2%

図12●2025年のESG（環境・社会・ガバナンス）とコンプライアンスへの取り組み

20%

17%

24%

3%

14%

社会・規制の動向を踏まえ、自社にとって重要なリスクや
機会に関連するDEI領域を優先的に取り組んでいる

地域における政策や期待の明確化を待ちつつ、
DEI方針の見直しや再評価を進めている

DEIは現時点では自社の戦略や優先事項と一致しておらず、
積極的な取り組みは行っていない

他社や業界動向を注視しながら、社外ステークホルダーに
説明できるよう必要な対応を行っている

DEIは長期戦略や組織文化の中核であり、
重点的に推進している

社会的期待や政策変化を踏まえ、DEI施策の一部を縮小し、
他の優先分野にリソースを再配分している

22%

図13●2025年のDEI（多様性・公平性・インクルージョン）イニシアチブへの取り組み

8%

8%

8%
サイバーセキュリティ・ITコンプライアンス

サステナビリティ・ESGに関する法令遵守

倫理規範の整備と企業行動規範の遵守

データ保護・プライバシー対応

労働・人権・ハラスメント関連の法令対応

規制報告・開示の適正管理

AIガバナンスと倫理的活用の整備

金融・財務規制対応

9%

10%

24%

23%10%

図11●優先するコンプライアンス分野
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